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「安定的な黒字経営に向けた経営基盤の構築」について 
 

１．事業構造改革の推進 
当社グループは、平成２０年～２２年までの３カ年を「事業構造改革期間」と位置付け、

以下の項目を実行しております。 
（１） グループ会社の整理統合 
不採算事業からの完全撤退、本業集中、グループ経営の効率化を目的に子会社及び関

連会社の整理統合を推し進めてまいりました。平成１９年末時点の子会社及び関連会社

数は５５社にまで拡大しておりましたが、平成２２年末時点では３８社となる見通しで

あり、ほぼ計画を完了致しました。 
（２） 事業規模の適正化 
連結決算の売上高の約８割を当社と当社の完全子会社である福田道路株式会社の２社

がシェアしておりますが、縮小し続ける建設市場に対抗するためには、両社共に企業規

模の適正化に向けた固定費の圧縮が必要不可欠と判断し取り組んでまいりました。結果、

約３０億円の固定費削減を実現し完了致しました。 
（３） 財務のスリム化 
資産と借入の圧縮による財務のスリム化を期して、棚卸不動産及び事業用不動産を対

象に平成２１年下期から総額１２０億円規模の売却３カ年計画をスタートさせておりま

す。売却は計画を上回るスピードで進捗しており、平成２２年末には連結ベースで９０

億円程度の売却が確定する予定であり、借入金の圧縮も順調に進んでおります。 
なお、不動産事業については、出口確定の物件を除き「新規取組中止」としておりま

す。また、仕掛り中の開発物件については、個別に撤退基準を設けるなど、厳しいハー

ドルを設けた運営管理を行っており、鋭意、リスクの最小化に努めております。 
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２．中期経営ビジョンと追加施策 
当社は、事業規模の適正化に向けた固定費の圧縮、選別受注の徹底による工事利益率の

改善、土建別事業部制による意思決定のスピードアップ、受注審査の厳格化等により、昨

年の通期決算では計画を上回る水準で黒字転換を果たすことができました。 
しかしながら、本年は財政逼迫による公共投資の急激な縮減と民間設備投資の長期低迷

による競争激化の影響をまともに受け、本日発表の「業績予想の修正に関するお知らせ」

の通り、受注減少と工事利益率の悪化を余儀なくされました。 
当社は予てより、事業構造改革の推進等により、建設投資の長期低迷にも耐えうる「安

定的な黒字経営基盤の確立」を最優先に取り組んでまいりましたが、このような受注環境

が今後も長期化することが予想されることから、更なる追加施策が必要と判断しておりま

す。その一方でこれまでの総花的なゼネコン型ビジネスモデルのままでは「消耗戦」から

脱却することはできないもとの認識しております。よって、この双方を満足する戦略が求

められております。 
このような背景から、当社は今後５～１０年先の会社運営の羅針盤となる中期経営ビジ

ョン（「クリスタライズ・イノベーション」）を定め、平成２３年～平成２５年の３カ年を

「導入～定着期」と位置付け、来期については、以下の基本方針と重点施策に基づき、強

力に実行してまいります。 

※ クリスタライズ・イノベーションとは、「持てる力を結晶させ、キラリと光るとんがった技術・ノウ

ハウを創造し、常に変化し続ける企業」を目指すことを意味しております。「何でもできます」から

「これは負けません」という専門化集団へと変貌を遂げ、厳しい競争環境の中にあっても、業界水

準以上の利益を残せる会社を目指すものです。 

 
 
＜基本方針＞ 
１．顧客基盤を強化し、建設投資動向の影響を受けにくい企業体質に転換する 
２．成長分野・得意分野へ経営資源の集中し、収益基盤をより強固なものにする 
３．全社最適と機動力を強化し、変化対応力を高める 
 
＜７つの重点施策＞ 
（１）建築リニューアル分野の徹底強化 

当社の建築部門に占めるリニューアル工事の売上高は１０％程度（完全子会社であ

る「福田リニューアル株式会社」分を含む）であり、今後、３カ年で２５％（売上高

１２０億円相当）にまで引き上げる（本施策のスピードアップと確実性を高める狙い

から、当社のリニューアル事業は、既に専門特化し一定の成果を収めている福田リニ

ューアル株式会社に事業継承する予定です）。 
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（２） 母体店である新潟地域の基盤強化 

新潟本店組織を再立ち上げし顧客対応力の強化を図る。具体的には、営業取り組み

を土木・建築で一本化し、かつ、新潟県内支店・営業所の人員強化を図る。 
 

（３） 設計施工・特命案件の受注比率アップ 
当社の得意とする商業分野の顧客基盤力や設計施工力・テナントリーシング力、土

地の権利関係の調整力など、持てる力を有機的に結集させ企画提案力を強化し、設計

施工・特命案件の受注比率を向上させる。 
 

（４） 技術と経験の優位性を生かした営業展開の推進 
豊富なトンネルの施工実績及びそれに付随する固有技術、特許工法であるデュア

ルシールド工法、建築の耐震リニューアルの診断～設計施工技術、大型商業施設の

活性化改修実績など、技術と経験の優位性を生かした営業を強力に推し進める。 
また、橋梁の維持更新工事に威力を発揮する吊り足場やトンネルの活線拡幅技術

の開発、維持更新分野における新素材の開拓など、ストック型社会に向けた技術開

発を加速させる。 
 

（５） エンジニアリング事業部の分社化 
 当社の保有する特許技術、特に地盤改良・汚染土壌改良などの技術を商品化～販売

するビジネスモデルを本格的に展開する。「受注」から「販売」への意識転換と行動

改革、ハウスメーカーや個人などをターゲットとした「B to C」マーケットへの参入
など、当社のビジネスモデルとは一線を画することから、現エンジニアリング事業部

を会社分割（新設分割）し、業態転換を図る。３年後、売上高３０億円を目指す。 
※本件の詳細に関しましては、「エンジニアリング事業の会社分割（新設分割）に関するお知らせ」

を弊社ホームページにて、ご参照下さい。 

 
（６） 更なる原価低減策の実施 

受注前及び施工前段階における施工検討会の充実と協力会社との連携強化、主要資

材の集中購買、市況価格にリアルタイムに対応するコストプランニング力の強化など

により、更なる原価低減を図る。 
 

（７） 競争力ある組織構造への変革 
  これまでの土建別事業部制を見直し、全社最適と組織効率の向上、機動力ある経営の

チェック＆アクションの執行を狙いに、土木と建築を統括する「統括事業本部」を設置

した「機能別組織」に改組する。 
                                      以上 


